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． ． 広報おうめ
The website of Ome City Government is also available in: English, Mandarin, Cantonese, Korean, Spanish and German.
La página web del Ayuntamiento de Ome está disponible también en: inglés, mandarín, chino cantones, coreano, español y ａlemán.

【English】
【Español】

青
お う め し

梅市ホームページは英語・スペイン語・中国語・韓国語・ドイツ語でも閲
えつらん

覧できます。３０ ６ １５

平
成
30
年
度
国
民
健
康
保
険
税
に
つ
い
て

　
国
民
健
康
保
険
は
、
退
職
後

に
加
入
す
る
方
が
多
く
な
っ
て

お
り
、
構
成
年
齢
が
高
く
、
医

療
技
術
の
高
度
化
な
ど
に
よ

り
、
医
療
費
が
年
々
増
加
し
て

い
ま
す
。

　
一
方
、
医
療
費
を
賄
う
国
民

健
康
保
険
税
収
入
の
確
保
が
難

し
く
、
恒
常
的
な
財
源
不
足
が

続
い
て
い
ま
す
。
こ
の
不
足
を

補
う
た
め
に
、
市
の
一
般
会
計

か
ら
多
額
の
赤
字
補
て
ん
を
し

て
お
り
、
一
般
会
計
か
ら
の
繰

り
入
れ
は
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
に

も
大
き
な
影
響
を
与
え
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

　
平
成
30
年
度
か
ら
は
、
都
が

財
政
運
営
の
中
心
的
な
役
割
を

担
う
こ
と
に
な
り
、
市
に
納
付

し
て
い
た
国
民
健
康
保
険
税

を
、
都
に
納
付
す
る
こ
と
と
な

り
ま
し
た
。
こ
の
都
へ
納
付
す

る
金
額
に
対
し
、
市
の
国
民
健

表１　平成３０年度の税率等および課税限度額

表２　減額対象世帯
康
保
険
税
収
入
額
が
不
足
す
る

こ
と
か
ら
、
30
年
度
の
国
民
健

康
保
険
税
の
税
率
等
（
表
１
参

照
）
を
改
定
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
地
方
税
法
施
行
令
の

一
部
改
正
に
伴
い
、
国
民
健
康

保
険
税
課
税
限
度
額
の
引
き
上

げ
と
国
民
健
康
保
険
税
が
減
額

と
な
る
対
象
世
帯（
表
２
参
照
）

を
拡
大
し
ま
し
た
。

　
30
年
度
の
国
民
健
康
保
険
税

の
納
税
通
知
書
は
、
７
月
初
旬

に
世
帯
主
へ
送
付
し
ま
す
の

で
、
納
め
忘
れ
の
な
い
よ
う
お

願
い
し
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
　
保
険
年
金
課

区分 ３０年度 ２９年度 引き上げ率・額

医療分
所得割 5.70％ 5.35％ 0.35％
被保険者均等割 26,600 円 26,300 円 300 円
課税限度額 580,000 円 540,000 円 40,000 円

支援金分
所得割 1.80％ 1.70％ 0.10％
被保険者均等割 9,600 円 8,900 円 700 円
課税限度額 190,000 円 190,000 円 据え置き

介護分
所得割 1.65％ 1.55％ 0.10％
被保険者均等割 9,800 円 9,300 円 500 円
課税限度額 160,000 円 160,000 円 据え置き

減額割合 ３０年度 ２９年度
７割軽減 変更なし 世帯全体の所得が 330,000 円以下

５割軽減
世帯全体の所得が 330,000 円＋（国保加入者数
＋特定同一世帯所属者数）× 275,000 円以下

世帯全体の所得が 330,000 円＋（国保加入者数
＋特定同一世帯所属者数）× 270,000 円以下

２割軽減
世帯全体の所得が 330,000 円＋（国保加入者数
＋特定同一世帯所属者数）× 500,000 円以下

世帯全体の所得が 330,000 円＋（国保加入者数
＋特定同一世帯所属者数）× 490,000 円以下

特定同一世帯所属者数とは、国民健康保険加入者が７５歳になり、後期高齢者医療制度に移行した後も７５歳未
満で引き続き国民健康保険加入者がいる世帯の場合、移行した後期高齢者医療制度加入者数を言います。

平成３０年度後期高齢者医療保険料について
　保険料率は、法令に基づき２年間の医療給付費等に応じて定めています。
　平成３０・３１年度（３０年４月１日～３２年３月３１日）の保険料率は、
３０年１月の広域連合議会で議決されました。
　保険制度の安定的な運営のため、ご理解をお願いします。
◆保険料の決め方
　保険料は被保険者一人ひとりにかかります。

◆保険料の軽減について
　所得が一定基準以下の方に対して保険料の軽減を実施しています。２９年度
から段階的に一部が見直されています。なお、軽減には所得の申告が必要とな
る場合があります。

▽  均等割額の軽減　同じ世帯の後期高齢者医療制度の被保険者全員と世帯主
の「総所得金額等を合計した額」をもとに均等割額を軽減しています。３０
年度は軽減対象者（５割および２割軽減）が拡大されました。

▽  所得割額の軽減　被保険者本人の「賦課のもととなる所得金額」をもとに所
得割額を軽減しています。国の軽減特例として、賦課のもととなる所得金額
が５８万円以下の方を対象に所得割額の２０％軽減が行われていましたが、
３０年度以降は廃止されます。都広域連合独自の軽減措置（５０％または
２５％）は３０・３１年度も継続します。

▽  被扶養者だった方の保険料の軽減　後期高齢者医療制度の対象となった日
の前日まで会社の健康保険など（国保・国保組合を除く）の被扶養者だっ
た方は、次のとおり均等割額の軽減を受けることができ、当面の間所得割
額はかかりません。

問い合わせ（ 土・日曜日、祝日を除く午前９時～午後５時）

▽  制度について…東京都後期高齢者医療広域連合お問合せセンター☎０５７
０－０８６－５１９（ＩＰ電話、ＰＨＳからは☎０３－３２２２－４４９６）、
FAX０５７０－０８６－０７５

▽  個人情報を含むことについて…市保険年金課後期高齢者医療係

　
平
成
30
年
度
の
男
女
共
同
参

画
週
間
は
、「
走
り
出
せ
、
性

別
の
ハ
ー
ド
ル
を
超
え
て
、今
」

を
キ
ャ
ッ
チ
フ
レ
ー
ズ
と
し
て

実
施
さ
れ
ま
す
。
男
性
も
女
性

も
、
性
別
を
超
え
て
、
職
場

で
、
学
校
で
、
地
域
で
、
家
庭

で
、
あ
ら
ゆ
る
分
野
で
そ
れ
ぞ

れ
の
個
性
と
能
力
を
発
揮
で
き

る
「
男
女
共
同
参
画
社
会
」
を

実
現
す
る
た
め
に
、
政
府
や
地

方
公
共
団
体
だ
け
で
な
く
、
皆

さ
ん
一
人
ひ
と
り
の
取
り
組
み

男
女
共
同
参
画
週
間　

６
月
23
日
〜
29
日

「
走
り
出
せ
、
性
別
の
ハ
ー
ド
ル
を
越
え
て
、
今

」

が
必
要
で
す
。
市
で
は
、「
青

梅
市
男
女
平
等
推
進
計
画
」
を

策
定
し
、
啓
発
講
座
や
広
報
活

動
な
ど
の
施
策
を
推
進
し
て
い

ま
す
。

問 

い
合
わ
せ
　
市
民
活
動
推
進

課

日 

時
　
７
月
２
日
（
月
）、

５
日
（
木
）、９
日
（
月
）、

13
日
（
金
）〈
４
回
〉　
午

前
９
時
30
分
〜
11
時
30
分

会 

場
　
市
役
所
２
階
会
議
室

対 

象
　
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
青
梅

に
求
職
登
録
し
て
い
る
、

市
内
在
住
で
パ
ソ
コ
ン
操

作
の
で
き
る
女
性

内 

容
　
ビ
ジ
ネ
ス
シ
ー
ン
で

活
用
で
き
る
パ
ソ
コ
ン
ス

キ
ル
（
エ
ク
セ
ル
等
の
基

本
操
作
、
メ
ー
ル
、
検
索

機
能
等
）
▽
仕
事
の
探
し

方
等
就
職
を
す
る
た
め
の

講
習

講 

師
　
パ
ソ
コ
ン
ス
ク
ー
ル

代
表
　
児
玉
宏
行
氏

定 

員
　
先
着
20
人（
予
約
制
）

費 

用
　
510
円（
テ
キ
ス
ト
代
）

そ 

の
他
　
託
児
あ
り
（
１
歳

〜
未
就
学
児
・
予
約
制
）

後 

援
　
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
青
梅

申 

し
込
み
　
直
接
ハ
ロ
ー
ワ

ー
ク
青
梅
職
業
相
談
コ
ー

ナ
ー
窓
口
へ

問 

い
合
わ
せ
　
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
青
梅
☎
24
・
８
６
０

９
、
市
市
民
活
動
推
進
課

男
女
平
等
参
画
啓
発
講
座

「
女
性
の
再
就
職
支
援
パ
ソ
コ
ン
講
座
」

土
砂
災
害
対
応
訓
練
に
合
わ
せ
て

「
緊
急
速
報
メ
ー
ル
」
を
配
信
し
ま
す

　
６
月
24
日
（
日
）
の
午
前

10
時
〜
正
午
に
今
井
地
区

（
第
11
支
会
）
で
実
施
す
る

土
砂
災
害
対
応
訓
練
に
合
わ

せ
て
、
緊
急
速
報
メ
ー
ル
に

よ
る
土
砂
災
害
情
報
の
発
信

訓
練
お
よ
び
青
梅
市
メ
ー
ル

配
信
サ
ー
ビ
ス
に
よ
る
情
報

発
信
訓
練
を
実
施
し
ま
す
。

　
今
回
は
「
訓
練
」
と
付
し

て
配
信
さ
れ
、
実
災
害
で
は

あ
り
ま
せ
ん
の
で
ご
注
意
く

だ
さ
い
。

　
皆
さ
ん
の
ご
理
解
と
ご
協

力
を
お
願
い
し
ま
す
。

緊 
急
速
報
メ
ー
ル
…
災
害
情

報
や
避
難
情
報
を
市
内
の

携
帯
電
話
基
地
局
エ
リ
ア

に
滞
在
し
て
い
る
方
の
携

帯
電
話
お
よ
び
ス
マ
ー
ト

フ
ォ
ン
（docom

o
・au
・

SoftBank

）
に
一
斉
配
信

す
る
シ
ス
テ
ム
で
す
。

問 

い
合
わ
せ
　
防
災
課
危
機

管
理
係

雨

水

の

処

理

に

つ

い

て

　
雨
水
が
敷
地
の
外
に
排
水

さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
ま

せ
ん
か
？

　
敷
地
内
の
雨
水
が
道
路
に

排
出
さ
れ
る
と
い
っ
水
や
冠

水
の
一
因
に
な
り
ま
す
。
今

一
度
、
ご
自
宅
な
ど
の
周
り

の
確
認
を
お
願
い
し
ま
す
。

問 

い
合
わ
せ
　
管
理
課
施
設

管
理
係

風
水
害
時
の
行
動

早
め
の
避
難
が
大
切
で
す
！

　
風
水
害
は
、
毎
年
発
生
の

お
そ
れ
が
あ
る
災
害
で
す
。

山
間
部
の
多
い
青
梅
市
で

は
、
特
に
土
砂
災
害
に
警
戒

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

風
水
害
は
、
地
震
な
ど
と
異

な
り
、
台
風
接
近
や
長
雨
が

続
く
な
ど
、
あ
る
程
度
事
前

に
災
害
発
生
を
予
測
す
る
こ

と
が
で
き
る
の
で
、
早
め
の

避
難
行
動
を
と
る
こ
と
で
、

被
害
を
最
小
限
に
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

　
大
雨
や
台
風
な
ど
で
は
、

土
砂
災
害
警
戒
区
域
ま
た
は

浸
水
予
想
区
域
に
住
宅
の
あ

る
方
が
避
難
行
動
の
対
象
と

な
り
ま
す
。

　
避
難
行
動
と
は
、「
命
を

守
る
た
め
の
行
動
」
で
す
。

「
自
分
の
身
は
自
分
で
守
る
」

と
い
う
意
識
を
持
ち
、
気
象

情
報
や
市
か
ら
の
避
難
情
報

な
ど
を
確
認
し
て
、
風
水
害

時
の
避
難
場
所
や
区
域
外
の

安
全
な
場
所
等
へ
自
ら
の
判

断
で
早
め
の
避
難
を
心
が
け

ま
し
ょ
う
。

避 

難
行
動
の
種
類
　
避
難
行

動
は
次
の
２
種
類
が
あ
り

ま
す
。

▼ 

立
ち
退
き
避
難
…
避
難
す

る
時
間
が
十
分
に
あ
る
場

合
の
行
動
で
す
▽
①
風
水

害
時
避
難
場
所
へ
の
移
動

②
土
砂
災
害
警
戒
区
域
等

の
区
域
外
の
安
全
な
場
所

へ
の
移
動（
自
治
会
館
、親

戚
、友
人
宅
等
）③
近
隣
の

強
固
な
建
物
へ
の
移
動

▼ 

屋
内
安
全
確
保
…
避
難
す

る
時
間
が
無
い
、
ま
た
は

避
難
が
困
難
な
場
合
に
生

命
を
守
る
た
め
に
と
る
行

動
で
す
▽
建
物
内
の
安
全

な
場
所
へ
の
退
避
（
２
階

へ
上
が
る
等
）

問 

い
合
わ
せ
　
防
災
課
危
機

管
理
係

※ 前年の総所得金額および山林所得金額ならびに株式・長期（短期）譲渡所得金額等の
合計から基礎控除額３３万円を控除した額です。ただし、雑損失の繰越控除額は控除
しません。

＝
保険料額（年額）
１００円未満切り捨て
（限度額６２万円）

＋
所得割額
賦課のもととなる所得金額※
　×所得割率８．８０％

均等割額
被保険者１人当たり
　４３, ３００円

総所得金額等の合計が下記に該当する世帯 軽減割合
３３万円以下で被保険者全員が年金収入８０万円以下（その他の所得がない） ９割
３３万円以下で９割軽減の基準に該当しない ８. ５割
３３万円＋（２７万５千円×被保険者の数）以下 ５割
３３万円＋（５０万円×被保険者の数）以下 ２割
※ ６５歳以上（３０年１月１日現在）の方の公的年金所得については、その所得からさら
に高齢者特別控除額１５万円を差し引いた額で判定します。ただし、この１５万円は所
得割額の計算では適用されません。
※世帯主が被保険者でない場合でも、世帯主の所得は軽減を判定する対象となります。

賦課のもととなる所得金額
軽減割合（国＋広域連合）

２９年度 ３０年度
１５万円以下 ２０％＋５０％＝７０％ ０％＋５０％＝５０％
２０万円以下 ２０％＋２５％＝４５％ ０％＋２５％＝２５％

２９年度 ３０年度 ３１年度以降
均等割７割軽減 均等割５割軽減 加入から２年を経過する月まで均等割５割軽減

※ 軽減を受けることができるのは、制度加入から２年を経過する月までです。
※ ２９年３月３１日までに被扶養者軽減の対象となった方は、３０年度をもって、
被扶養者軽減の期間が終了となります。

※ ２９年４月１日以降被扶養者軽減の対象となった方は、３０年度は均等割額５
割軽減となり、以降加入から２年を経過する月まで５割軽減となります。

※ 低所得による均等割の軽減に該当する場合は、軽減割合の高いほうが優先され
ます。また、被扶養者軽減期間終了後も、均等割軽減に該当する場合は、所得
に応じた均等割額の軽減を受けることができます。


